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研究成果の概要（和文）：本共同研究は，過去数十年にわたる国際商品の価格乱高下の前後での市場の変化，お
よび鉄鋼原料サプライチェーンにかかわる諸企業の適応行動を国際比較経営史の視点から探究することを目的と
する．雑誌論文7件，図書4件などに結実し，なお複数の論文が海外査読誌に投稿中または投稿準備中である．こ
れらを通じて，鉄鉱石の国際価格決定メカニズム変容過程と価格指標開発をめぐる中国の動向，米国鉄鋼企業の
キャプティブマインの変化，日本における鉄資源循環をとらえる全体像や総合商社の投資行動などについて明ら
かにすることができた．

研究成果の概要（英文）：We have studied on whole supply chain or circulation of iron/steel from the 
view of international comparative business history. And our research resulted in 11 articles, papers
 and book chapters. We analyzed the adaptive behaviors of major firms in several major steps out of 
this total chain, such as investing or managing iron mines, creating new index of international 
market price of iron ore, constructing international production network of steel, and recycling the 
steel product. 

研究分野： 経営史

キーワード： 比較経営史　資源調達システム　鉄鉱石　鉄鋼　総合商社　資源メジャー　先物市場

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本共同研究の全体を通じて，鉱山開発・採掘・（輸送）・製銑-製鋼-圧延……鉄鋼使用製品リサイクルのサプラ
イチェーン／鉄資源マテリアルフローの全体をひとつの視座でとらえ，そのいくつかの主要なプロセスにおい
て，市場変化に対する各国プレイヤーの行動を明らかにした．これらの現象は，国際政治経済学，環境経済学な
どの分野で取り扱われてきたが，国際比較経営史の立場，すなわち企業の適応行動としてとらえることにより，
統一的に取り扱う可能性が開かれた．また，多様な課題認識とアプローチを提示することを通じて，実践的な示
唆を与えることができた．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) a) オイルショック後，長期にわたって低位安定していた鉄鉱石価格は b) 2000 年代後半に急

騰し，c) 2010 年代に下落基調である．b)c)は他の資源にも共通する「コモディティ・スーパーサ

イクル」の一環であるが，鉄鉱石ではこれによって歴史上初めて「コモディティ化」「市場化」

が進んだ．20 世紀を通じて鉄鉱石の取引は米国では垂直統合（鉄鋼企業とその自社専用鉄鉱山

との間の企業内取引），欧州およびアジアでは長期契約に基づく相対取引を基調としていた．し

かし 2002 年頃から中国向けを中心にスポット取引が拡大し，2006 年以降，シンガポール，ロ

ンドン，大連など国際的な商品取引所で鉄鉱石のデリバティブや先物が上場されるようになり，

長期契約価格も市場価格を基準に変動するようになった．このため，鉄鉱石サプライヤー，鉄鋼

企業，商社などで変化への対応が必要となった．変化は現場主導で進んでおり，学術的研究は田

中（2012，2013），Wilson (2012)，Lawrence and Nehring (2015)など，端緒的にとどまってい

た．本共同研究ではこのような鉄鉱石の「市場化」という新しい現象の実態を調査するとともに，

鉄鉱石サプライヤー，鉄鋼企業，商社その他の経済主体の適応行動について本格的に取り上げる．

これが本共同研究の第 1 の特色である．そのさい，金属原料資源の「市場化」は銅・アルミニウ

ムなど非鉄金属で先行しているほか、鉄鋼にかかわっても電炉製鋼原料の鉄スクラップではす

でに定着しているので，これらとの比較も検討課題に含める．なお，本共同研究で「資源企業」

という場合，通産省（1971）の定義にしたがい，資源採掘部門（鉄鉱石サプライヤー）と資源製

錬部門（鉄鋼企業）との双方を含む．再生資源である鉄スクラップ関連企業もこれに準じて取り

扱う． 

 

(2) 第 2 の特色として，本共同研究では比較経営史の手法によってこの問題にアプローチしよう

とする．その理由は，世界の資源（とくに鉄鉱石）権益の大半は「資源メジャー」をはじめとす

る民間企業によって支配されているからである．1980 年代以来，国有・国策的資源会社の比重

は傾向的に低下し，買手側の多くも民間企業なので，実際の資源取引も国単位ではなく企業単位

のビジネスベースでなされていることが多い．半面，資源産出国が自国資源を囲い込もうとする

「新しい資源ナショナリズム」の兆候が現われ，また資源消費国政府の役割も増しているが，ビ

ジネスベースの動向を正しくつかんだうえでこそ政府の役割が生きてくる．現状がなぜそうあ

るかを正しく理解するためには歴史研究が必要である． 

 

(3) 第 3 の特色として，本共同研究は同一研究代表者・同一研究組織による基盤研究(C)「資源

争奪戦時代におけるトランスナショナル企業の比較経営史研究：鉄鉱石の事例」（H25-27 年度，

課題番号 25380437）の研究成果を継承・発展するものである．同課題では田中（2012）『戦後

日本の資源ビジネス』を出発点とし，a) 複数国に高炉をもつトランスナショナル企業アルセロ

ール・ミッタル（AM）社の原料調達システムの解明（田中，堀），b) 政府政策を含めた日本の

資源戦略の全体像（田中），c) 米国・中国・資源メジャーについての実証的掘り下げ（堀，黄，

菅原）を目的に掲げ，それぞれある程度の達成をみた（田中 2015，田中・堀・黄・菅原 2015，

菅原 2013a）． 
 
２．研究の目的 
(1) シンガポール・中国・英国などの商品取引所を介した鉄鉱石取引の実態，これを利用する各

種企業の戦略と行動，商品取引所間の競争の分析． 

 

(2) 豪州・ブラジルに生産拠点をおく鉄鉱石サプライヤーの行動，日本・米国・中国・韓国の鉄鋼



企業の行動，日本および海外での商社の行動，以上それぞれについての追跡調査． 
 
(3) 鉄鋼製品・鉄スクラップを含めた鉄のマテリアルフローを構成する社会的分業と競争の考察．

鉄鋼原料のうちで，つとに市場化が進んでいる鉄スクラップの流通とも比較する． 
 
３．研究の方法 
(1) ①個別研究，②年 2 回程度の研究会，③国内外のフィールド調査を 3 つの柱とする． 

各人の役割分担は，田中＝日本，堀＝米国，黄＝中国，菅原＝英国系資源メジャー，とし，各国・

地域の専門家によって実証的に高い水準を実現する． 

 

(2) フィールド調査はなるべく複数で取り組むこととし，その都度成果をワーキングペーパーに

まとめ，研究会で検討するとともに最終報告書のための基礎資料とする． 

 

(3) 分析枠組みは国際比較経営史の観点から，田中(2012)『戦後日本の資源ビジネス』を出発点

とし，鉄鋼企業のトランスナショナル化や市場化の進展など新しい事態の展開をふまえて実証

的・理論的に鍛えていくことを目指す． 

 
４．研究成果 

(1) 鉄鉱石の商品化の経過と特徴，それに対する中国鉄鋼企業の適応行動については，黄を中心

に研究を進めた．黄は中国等で継続的に情報を収集した。黄・田中による 2 回の国際学会発表

（2016 年ノルウェー，2017 年オーストラリア）、黄の国内学会発表（2016 年東京）などをふま

えたうえで，2017 年以降は Yue Wang を共同研究者に加えて交渉論の枠組みを追加し，国際査

読雑誌に論文を投稿中である． 

①アジア太平洋鉄鉱石市場では，1980 年代には資源国三大サプライヤーと日本による交渉の枠

組みが成立していたが，2004 年以後は中国がこの枠組みに加わり，三大サプライヤーと中国鉄

鋼協会・大手国有企業の一部を第一群，日本・韓国を第二群，大多数の中国鉄鋼企業を第三群と

する交渉の枠組みに変化した． 

②鉄鉱石貿易は 2000 年代に市場化へ転換し，価格指数が価格決定の決め手となった．もっとも

影響力のある価格指数は欧米企業が作成したもので，それに不満をもつ最大の輸入国である中

国は独自の価格指数を作成・公表し，また諸指数を総合した混合指数の作成を提唱している．近

年では指数の影響に陰りが出て，鉄鉱石の銘柄による価格差が大きくなった． 

 

(2) 1) 鉄鉱石サプライヤーの動向については菅原がリオティント社内資料をもとに研究を続け

てきたが，2018 年に英国での在外研究の機会を得て資料収集戦略を組み立てなおし，現在も研

究続行中である．2) 米国鉄鋼企業（統合企業およびミニミル）の行動については堀を中心に研

究を進め，田中・堀による国際学会発表（2018 年米国）をもとに，国際査読雑誌への論文投稿

を準備中である．3) 東アジアの鉄鋼企業および総合商社の近年の企業行動については田中が担

当し，雑誌論文や学会発表に結実している． 

①現在資源メジャーの一角を占めるリオティント社の飛躍の起点となった 1960 年代の豪州鉄

鉱石事業は，採掘権を差配する西豪州政府との交渉および買い手を代表する日本商社との交渉

の結節点となる位置を取ることによって進められた． 

②1970 年代の資源ナショナリズムの高揚のもとで，米国の統合企業が保有する南米キャプティ

ブマインはホスト国による国有化のために挫折し，ホスト国との摩擦を回避した日本の長期契



約方式の政治的・経済的優位性が顕著になった．ただし，米国統合企業の衰退（・消滅）につな

がった石油や銅などの事例と比較すると，米国鉄鋼企業の代償は必ずしも大きくなかった．また

北米ではその後，ペレット化へと競争の焦点が移った． 

③総合商社の 2010 年代の事業投資計画と損益の動向をみると，資源ビジネスに代表される巨額

投資案件のリスク管理に総じて弱点が残っており，「資源の三菱，非資源の伊藤忠」という巷間

の対比は絶対的なものではない．また，東アジアの鉄鋼企業間競争（とくに高級鋼での顧客適応）

は，本国内での統合的な銑鋼一貫製鉄所の建設（日本モデルの模倣）から，下工程への直接投資

による国際生産ネットワーク構築へと転換してきた． 

 

(3) 鉄のマテリアルフローについては主に田中が進め，総括的な試論をセミナーで発表した．ま

た，そのうち家電リサイクルシステムの研究は羅先坪の協力を得て雑誌論文・学会発表の成果が

出ている． 

①鉄資源の循環は，早くから市場リサイクルとして成立していたが，鉄鋼製品は大量かつ多種多

様であるためになお多くの製品廃棄をともなっていた．日本における各種リサイクル制度の導

入はリサイクル産業の勃興を促し，非鉄金属やプラスチックのリサイクルと合流することによ

って，各種製品別の回収と自己循環リサイクル（静脈産業における前方統合）、および川下から

の素材別の再資源化（静脈産業における後方統合）の 2 つの方向からの垂直統合が進行してい

ると考えることができる． 

②家電リサイクルは，拡大生産者責任原則を世界でもっとも厳格に追求した制度的インフラス

トラクチャーの上に，業界内の制度設計，2 グループの業務提携ネットワークを構築し，これら

によって補完された個別製品企業主導のリサイクルシステムとして発展している．個別企業を

単位とする競争戦略の相違は，プラスチック素材のリサイクルの進展度の違いに顕著に表れて

いる． 
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